
                                      

 

 

   

 

 

 

 

 

７月７日といえば、七夕です。願いごとを短冊に書いて笹につるしたり、笹で作った舟を水に浮かべたり、川に流し
たりする行事ですね。七夕飾りを笹に飾る理由をご存じですか？笹は、日本では古来より神事に用いられてきました。
笹の持つ生命力や殺菌力に優れた面が邪気を祓うという点で合っていたのだと思われます。また、笹は真っ直ぐに伸
びる性質があることから、その葉がこすれ合う音が天界にいる神様や先祖に届きやすいという意味もあるようです。 
今年は、感染症の影響で各地で夏のお祭り等の行事の中止が相次いでおりますが、普段とは異なる小さな楽しみを見
つけたいですね 

新型コロナウイルス感染症の影響で勤務先から休業させられたものの、勤め先から休業手当を受け取れないといった労

働者が直接、生活資金を申請できるようにする労働者向けの給付制度の詳細を、厚生労働省が公表されました。 

法人側から、休業中に賃金（休業手当）をお渡しできなかった労働者個人に対して、支援金・給付金を支給する制

度となります。 

雇用調整助成金を活用しない企業から休業手当を受け取れないといった労働者が直接、現金を申請できる仕組み

で、中小企業の労働者に対し休業前賃金の 80％（1 日上限 1.1 万円）を休業実績に応じて支給できるようにす

る。なお、支援金・給付金は非課税のため、所得申告は不要となります。 

◆対象労働者・対象事業主 

2020年 4月 1日から 9月 30日までの間に、事業主の指示を受けて休業（休業手当の支払いなし）した中小企

業の労働者。雇用保険に加入していない学生アルバイト、日本国内で働く外国人の労働者、技能実習生なども対

象となります。 

休業開始時点で、原則として以下の「資本金の額・出資の総額」「常時雇用する労働者の数」のいずれかを満たす

「中小事業主」にて勤務していたことが必要になります。 

産業分類 資本金の額 常時雇用する労働者の数 

小売業（飲食店を含む） 5,000万円以下 50人以下 

サービス業 5,000万円以下 100人以下 

卸売業 1億円以下 100人以下 

その他の業種 3億円以下 300人以下 

 

◆申請方法 

郵送又はオンラインにて、7 月 10 日（金）を目途に、郵送での受付を先行して開始します。オンラインについては現

在、システム開発を進めています。 

 

休業した期間 締切日（郵送の場合は必着） 

R2.4～6 R2.9.30 

R2.7 R2.10.31 

R2.8 R2.11.30 

R2.9 R2.12.31 

 

新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金 

（新型コロナ対応休業支援金） 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   優経税理士法人    

～（経済産業省認定）経営革新等支援機関です。～ 

〒162-0825 東京都新宿区神楽坂 6-48TOMOS神楽坂４階  

TEL03-5206-7457  FAX03-5206-7458 

ukz@uk-g.co.jp http://www.uk-g.co.jp 

いつでもお気軽に 

お問い合わせください。 

スタッフ一同、心より 

お待ちしております。 

✿血液型編✿ 

あなたの気配りが周囲の

目にとまる時期です。見

返りを求めずに相手に接

することで、自分の苦難も

自ずと解かれます。 

ゆっくり過ごしたい“休息”

の時期。動物と触れ合い

リフレッシュ効果を高めよ

う。何かに取り組むときは

焦らず慎重に。 

挫折や葛藤がきっかけ

で、自分自身と向き合う

時期。一度立ち止まるこ

とで、新たな自分ややるべ

き事が発見できそう。 

思い描いていた理想のイ

メージから少し離れてしま

うとき。投げ出さずに粘り

強く努めよう。いずれチャン

スが訪れます。 

◆支援金額の算定方法 

支援金額=休業前の 1日あたり平均賃金×80％× 

（各月の日数（30日または 31日）－就労したまたは労働者の事情で休んだ日数） 

※1日あたりの支給額は 1日 1万 1000円が上限 

休業前賃金の日額は、原則として過去 6か月のうち任意の 3か月分の賃金を 90で除して算定（上限 1万 1000円）

「休業前」の賃金は、休業開始月より前に支払われた賃金を言います。 

休業前賃金を確認できる書類は、「賃金台帳」「給与明細」「賃金の振込通帳」の 3種類。「なるべく事業主に協力してい

ただき、賃金台帳により休業前賃金の証明を提出していただくようお願いします」（厚生労働省）としています。 

◆必要書類 

①申請書 

②支給要件確認書 

③本人確認書類（運転免許証などの本人確認書類の写し） 

④口座確認書類 

（振込先口座を確認できるキャッシュカードや通帳の写し（口座番号および名義が確認できる通帳を開いた 1ページ目と 2

ページ目）） 

⑤休業開始前賃金および休業期間中の給与を証明できるもの 

（振込先口座を確認できるキャッシュカードや通帳の写し（給与明細などの休業前および休業中の賃金額が確認できる書

類の写し） 

※事業主の指示による休業であることなどの事実を確認するもの。事業主およびび労働者それぞれが記入の上、署名します 

※事業主の協力を得られない場合は、事業主記入欄が空欄でも受付可能です（この場合、法律に基づき労働局から事

業主に報告を求めることになります） 

◆留意点 

労働者が事業主に申し出たものの、休業証明を拒むようなケースが生じた場合、申請時にその旨の申告を要請します。 

具体的には「支給要件確認書」の事業主欄の事業主名欄に事業主の協力が得られない旨とその背景となる事情を記載し

ます。こうした場合、労働局から事業主に対して報告を求め、事業主から回答があるまでは審査ができないことになります。 

複数の事業所で勤務し、その複数事業所が休業している場合は、申請時に複数事業所分の情報をまとめて申請する必

要があります。複数事業所の場合は、郵送での手続きのみになります。 

 

 

 

 

 

Ｑ8 現状では売上等の数値的指標が著しく悪化していない場合でも、今後の見通しがつかず、今後の業績の悪化が

見込まれるために行う、役員給与の減額は、業績悪化改定事由に該当するのでしょうか。 

現状では、著しい悪化に該当していませんが、役員給与の減額といった経営改善策を講じなければ、客観的な状況から判断して、急

激に財務状況が悪化する可能性が高く、今後の経営状況が悪化することが不可避と考えられる場合の減額改定は、業績悪化改定事

由による改定に該当します。 
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